
　　      　　第２３期決算公告
　　平成２２年６月１８日 　　　　　横浜市神奈川区鶴屋町三丁目３２番地の１

　 　　　　　株式会社ニッパツサービス
　　　　　代表取締役社長　天野　一敏

 貸   借   対   照   表 

（ 平成 ２２年 ３月 ３１日 現在 ） （単位：千円）　

資産の部　 負債及び純資産の部　

科　　　目 金　　　額 科　　　目 金　　　額

 資産の部 < 7,900,490 >  負債の部 < 4,918,222 >

流動資産 ( 3,820,670 ) 流動負債 ( 3,355,768 )  流動資産 (  3,820,670 )  流動負債 (  3,355,768 )

    現金および預金 373,442    支払手形 324,304

    受取手形 23,471     買掛金 315,742

    売掛金 617,094     短期借入金 2,090,000

    商品及び製品 6,736     一年以内返済長期借入金 425,000

    半成工事資産 2,508,613     賞与引当金 73,746

前渡金 6 342 未払費用 65 110    前渡金 6,342    未払費用 65,110

    未収入金 346     未払金 2,275

    立替金 5,801     リース債務 835

    前払費用 11,217     預り金 34,645

    その他流動資産 505     前受金 2,000

    繰延税金資産 37,473     未払法人税等 14,187

    預け金 229,690     未払消費税 7,923

    貸倒引当金 △ 60

  固定負債 (  1,562,454 )

  固定資産 (  4,079,820 )     長期借入金 590,000

   有形固定資産 (  3,728,847 )     リース債務 1,253

    建物 1,794,942     長期繰延税金負債 865,108

    構築物 80,665     退職給付引当金 33,266

    機械装置 15,550     役員退職慰労引当金 24,944

　　車輌運搬具 3,147     敷金預り金 47,884

    工具器具備品 6,750

    土地 1,825,805  純資産の部 < 2,982,268 >

    リース資産 1,989  株主資本計 < 2,934,498 >    リ ス資産 1,989  株主資本計 < 2,934,498 >

   資 本 金 (  200,000 )

   無形固定資産 (  101,559 )    資本剰余金 (  141,087 )

    電話加入権 1,875     資本準備金 141,087

    ソフトウエア 99,684    利益剰余金 (  2,593,411 )

   投資その他の資産 (  249,414 )     利益準備金 50,000

投資有価証券 182 087 その他利益剰余金 2 543 411    投資有価証券 182,087    その他利益剰余金 2,543,411

    出資金 10      固定資産圧縮記帳積立金 1,359,329

    長期前払費用 1,518      繰越利益剰余金 1,184,082

    保証金 59,561 　       （うち当期純利益） ( 63,608)

    その他の投資 6,238   評価･換算差額等 (  47,770 )

   その他有価証券評価差額金 47,770

 合    計 7,900,490  合    計 7,900,490



 個　別　注　記　表 

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１. 資産の評価基準および評価方法

①棚卸資産 ………  総平均法による原価法

    （貸借対照表価額は収益性の低下に基づく

     簿価切下げの方法により算定）

②有価証券

　　その他の有価証券

　　　時価のあるもの ………  決算日の市場価格等に基づく時価法

       なお、評価差額は全部純資産直入法により処理し、

 売却原価は移動平均法により算定

　　　時価のないもの ………  移動平均法による原価法

③デリバティブ

　　　時価法

２. 重要な減価償却資産の減価償却方法

①有形固定資産　　（リース資産を除く）

　　　　　　　　   ･････････   定率法、ただし伊勢原工場・平成10年4月1日以降に取得した

  　　　　　　　　　　　　　　 建物(建物附属設備を除く)については定額法。

②有形固定資産　　（リース資産）

              　　･････････　　所有権移転外ファイナンス・リース取引

　　　　　　　　　　　　 　　　リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法を

　　　　　　　　　　　　　 　　採用しております。

③少額減価償却資産  （リース資産を除く）

                    ････････   取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、

                               法人税法の規定に基づき３年間で均等償却しております。

④無形固定資産　　（リース資産を除く）

              　　･････････　　定額法

　　　　　　　　　　　　　　　　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能

　　　　　　　　　　　　　　　　期間（５年）に基づく定額法。

３. 引当金の計上方法

①貸倒引当金  ………  債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

 ついては、貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

 の債権については、個別に回収可能性を検討し、回

 収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金  ……… 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、

支給対象期間に応じた支給見込額を計上しております。

③退職給付引当金 ………  従業員の退職給付に備えるため､ 期末における自己

 都合要支給額から確定拠出想定積立額を差し引いた

 額を計上しております。

④役員退職慰労引当金 ………  役員の退職慰労金の支出に備えて、内規に基づく

 期末要支給額を計上しております。

４. リース取引の会計処理   ………  所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

通常の売買取引に係る会計処理によっております。

リース取引開始日が会計基準適用初年度(平成20年

4月1日）開始前の所有権移転外ファイナンス・

リース取引については、引き続き通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によっております。



５. ヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法 ……… 繰延ヘッジ処理を採用しております。

なお、金利スワップについては特例処理の要件を

満たしている場合は特例処理を採用しております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象 ……… ヘッジ手段　金利スワップ

ヘッジ対象　借入金

③ヘッジ方針 ……… 金利変動リスクをヘッジするために行うことを

原則としております。

④ヘッジ有効性評価の方法 ……… 金利スワップについては、すべて特例処理の要件

を満たすものであり、金融商品に係る会計基準

に基づき有効性評価を省略しております。

６. その他計算書類作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

（貸借対照表に関する注記）

１. 有形固定資産の減価償却累計額 2,117,697 千円

２. 関係会社に対する短期金銭債権 720,082 千円

関係会社に対する短期金銭債務 33,259 千円

（金融商品に関する注記）

１. 金融商品の状況に関する事項

　当社は資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関及びニッパツＣＭＳ

　(キャッシュ マネジメント システム)からの借入により資金を調達しております。

　投資有価証券は主として株式であり、上場株式については　

　四半期ごとに時価の把握を行っております。

　借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であり、

　一部の長期借入金の金利変動リスクに対して金利スワップ取引を実施して支払利息の固定化

　を実施しております。

２. 金融商品の時価等に関する事項

　平成22年3月31日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

　次のとおりであります。

（*）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。

（注1）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

　（1）現金及び預金、並びに（2）受取手形及び売掛金

　　　　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、

　　　　　　当該帳簿価額によっております。

単位（千円）

貸借対照表　計上額（*） 時価（*） 差額

（2） 受取手形及び売掛金 640,565 640,565 －

（4） 支払手形及び買掛金 (640,046) (640,046) －

（5） 短期借入金 (2,090,000) (2,090,000) －

（6） 1年内長期借入金 (425,000) (425,000) －

（7） 長期借入金 (590,000) (590,348) （348）



　（3）投資有価証券

　　　　　　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

　（4）支払手形及び買掛金、並びに（5）短期借入金

　　　　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、

　　　　　　当該帳簿価額によっております。

　（6）長期借入金

　　　　　　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った

　　　　　　場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。

　　　　　　変動金利による長期借入金は金利スワップ特例処理の対象とされており

　　　　　　（下記（7）参照）、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、

　　　　　　同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積られる利率で割り引いて

　　　　　　算定する方法によっております。

　（7）ﾃﾞﾘﾊﾞﾃｨﾌﾞ取引

　　　　　　金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と

　　　　　　一体として処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて

　　　　　　記載しております（上記（6）参照）。

（注2）非上場株式（貸借対照表計上額　14,200千円）は、市場価格がなく、

　　　　かつ将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握することが

　　　　極めて困難と認められるため、「（3）投資有価証券　その他有価証券」には

　　　　含めておりません。

（賃貸不動産に関する注記）

１. 賃貸等不動産の状況に関する事項

当社は、横浜市神奈川区とその他（地域）において、賃貸用のオフィスビル(土地を含む。)を

有しております。

２. 賃貸等不動産の時価に関する事項

(単位：千円)

貸借対照表計上額

3,686,746   

(注1) 貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した

      金額であります。

(注2) 当期末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額(指

      標等を用いて調整を行ったものを含む。)であります。

時価

3,309,923   



（税効果会計に関する注記）

　繰延税金の発生の主な原因
１. 流動の部

繰延税金資産

 賞与引当金繰入額 29,203 千円

 保険部売上 2,495 千円

 貸倒引当金 24 千円

 未払事業税 1,688 千円

久木土壌処理費用 4,063 千円

　　　　計 37,473 千円

２. 固定の部

①繰延税金資産

　退職給付引当金 13,173 千円

　減価償却費損金算入限度超過額 △ 120 千円

　役員退職慰労引当金 9,878 千円

　減損損失(建物他) 34,497 千円

　　　　計 57,428 千円

②繰延税金負債

　圧縮記帳積立金 891,216 千円

　その他有価証券評価差額 31,319 千円

　　　　計 922,535 千円

③繰延税金負債の純額 865,107 円

　注）繰延税金資産と繰延税金負債との相殺額

（リースにより使用する固定資産に関する注記）
(1)当事業年度の第4四半期会計期間の末日における取得原価相当額　　　　　　37,051千円

(2)当事業年度の第4四半期会計期間の末日における減価償却累計額相当額　　　26,557千円

(3)当事業年度の第4四半期会計期間の末日における未経過リース料相当額　　　10,494千円

(4)上記のほか、当該リース物件に係る重要な事項

（関連当事者との取引に関する注記）

１. 親会社等

(注) １．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

　　上記会社への当社製品の販売については、市場価格等を参考に決定しております。

３．余剰資金の預かり及び貸出しは、CMS（ｷｬｯｼｭﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ）により実施しております。

　　随時資金移動を行っていることから、取引金額欄への記載は行っておりません。

（１株当たり情報に関する注記）
１. １株当たり当期純資産額 7,931 円  56 銭

２. １株当たり当期純利益 169 円  16 銭

（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。

（その他の注記）
該当事項はありません。

資本金
又は出資金 取引金額 期末残高

（百万円） 役員の兼任等 事実上の関係 （百万円） （百万円）

日本発条
　株式会社

横浜市
17,009

懸架ばね、
シート、 100% １名 当社販売先

売上高
仕入高

2,825
　   2

売掛金
預け金

486
229

精密部品、 未払費用 12

その他 預り金 21

関係内容

取引の内容 科目会社名 住所
主要な
事業の内容

議決権等の
主要割合


